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Ⅰ．はじめに 

 

 現在の地方公共団体の会計は「会計年度独立の原則」に基づいており、また、

会計の手法も現金主義に基づく単式簿記が採用され、歳入歳出の収支や決算書類

等を作成しています。しかし、この方式は、資金の流れや使い道を見るのには適

していますが、資産や負債等のストックの情報や、減価償却費、引当金などの現

金の流れを伴わないコストの情報が把握できないといった問題があります。 

 こうした中、平成１７年１２月に閣議決定された「行政改革の重要方針」や平

成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進

に関する法律」によって、地方公共団体における「資産・債務改革」の必要性が

明確にされました。 

また、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（平成１８

年８月総務省事務次官通知）において、普通会計及び公営企業や第三セクター等

も含む連結ベースで、財務書類を作成し、資産・債務に関する情報開示と適正な

管理の推進、未利用財産の売却促進や資産の有効活用等を図ることとされました。 

これを受けて、高砂市では兵庫県内のほとんどの自治体が採用する「総務省方

式改訂モデル」により、普通会計及び連結ベースでの財務書類を作成してきまし

た。 

こうした財務書類の整備は全国的にも進められていますが、財務書類の作成に

あたって複数の会計基準（総務省方式改定モデル、基準モデル、一部の自治体に

よる独自方式）があることで、団体間を比較することが難しいなどの課題があり

ました。 

このため、総務省において、平成２６年４月公表の「今後の新地方公会計の推

進に関する研究会報告書」に記載された「統一的な基準」に基づく地方公共団体

の財務書類作成の基準が示され、「統一的な基準による地方公会計の整備促進につ

いて」（平成２７年１月総務大臣通知）により平成２９年度までにすべての地方公

共団体において「統一的な基準」による財務書類等を作成することとなりました。 

高砂市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づいた財務書類を作

成しました。 

財務書類の作成・公表を通じ、市全体の財政状況の公表、資産・債務の適正な

管理及び効果的な行財政運営の資料として活用していきたいと考えています。 
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１．財務書類の作成方法等

（注１）第三セクター等については本市が資本金、基本金等を５０％以上を出資している団
体を連結対象としています。また、出資比率が２５％以上で、その経営に影響力を及ぼして
いると判断される団体は連結対象とします。
（注２）兵庫県市町村職員退職手当組合は、独自の庁舎など重要な資産や退職手当に関連す
る債務以外の重要な債務を有していないこと、運用益相当額が構成団体に按分され、構成団
体の貸借対照表の退職手当組合積立金に加算されていること、原則として、構成団体が同一
の取扱い（一般会計等構成団体の財務書類作成段階で連結したとみなす）をしているため、
連結対象から除外しています。

加古川市外２市共有公会堂事務組合

第三セクター等
高砂市施設利用振興財団

高砂市勤労福祉財団

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

一部事務組合・広域連合

兵庫県後期高齢者医療広域連合

東播磨農業共済事務組合

病院事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

下水道事業会計

国民健康保険事業特別会計
連結

全体

一般会計等
一般会計

広域ごみ処理事業特別会計

公営事業会計

　【連結対象団体一覧】

区分 会計・団体・法人の名称

　一般会計と公営事業会計以外の特別会計の合算額をいいます。高砂市では、一般会計に広
域ごみ処理事業特別会計を加えた額が「一般会計等」となります。

②全体・連結

　高砂市では一般会計等で実施している事業のほかに、病院事業、水道事業、国民健康保険
事業等の公営事業会計など、市民と密接な関わりをもつ事業を行っています。また、市自ら
が行う事業とは別に、連携協力して行政サービスを提供している一部事務組合や第三セク
ターもあります。このように市の財政は一般会計等のみで行政サービスを提供しているので
はないため、財務活動を分析するためには全体・連結財務書類を用いる必要があります。本
市が一般会計等、全体及び連結対象としている会計は次のとおりです。

　平成２６年４月に総務省が公表した「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」
の『統一的な基準』及び令和元年８月に同省が公表した「統一的な基準による地方公会計マ
ニュアル」に基づき作成しています。

（２）対象とする会計

①一般会計等

Ⅱ．財務書類４表について

（１）作成の前提条件

①作成する財務書類
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①貸借対照表

②行政コスト計算書

③純資産変動計算書

④資金収支計算書

　純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部を構成する「固定資産等形成分」、「余
剰分（不足分）」が１年間でどのように変動したのかを表した財務書類です。また、純資産
の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部
分が増えたのか減ったのかがわかります。

　資金収支計算書は、１年間の歳計現金の収入・支出の動きをその性質に応じて「業務活動
収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つの性質別に区分し表示した財務書類で
す。どのような要因で資金が増減したのかを把握することが可能となります。

（７）財務書類４表について

　貸借対照表は、地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）
と、その財産をどのような財源（負債・純資産）から調達したかを対照表示した財務書類で
す。
　左側（借方）の「資産の部」は、行政サービスを提供するために形成してきた道路、学校
などの有形固定資産や出資金、貸付金、現金預金などがあり、右側（貸方）には、その資産
を形成した財源を表す「負債の部」と「純資産の部」から構成されています。
　借方の「資産の部」と貸方の「負債の部」「純資産の部」の合計が一致し、左右のバラン
スがとれた状態となることから、バランスシートとも呼ばれています。

　行政コスト計算書は、貸借対照表が期末における資産や負債の状況を表すのに対して、一
年間の行政活動のうち資産形成につながらない行政サービスにかかった消費的な経費や受益
者負担がどの程度あったのかを把握することができる財務書類です。

　固定資産台帳や決算の歳入・歳出データの数値（個々に複式仕訳を実施）を基礎として作
成しています。
　なお、上記のものでは把握できないデータについては、「地方公共団体の財政健全化に関
する法律」による健全化判断比率の算定データ、財務書類作成のために新たに算定したデー
タ（賞与引当金等）等も活用しています。

（６）連結の手法

　連結財務書類の基礎となる団体・法人の個別財務書類は、基本的に各団体・法人固有の会
計基準により作成されています。会計基準の違いにより財務書類の表示科目も異なります
が、一般会計等の財務書類に揃えるため、各連結対象法人等の既存の法定決算書類を基礎と
して必要な読替を行っています。
　また、連結財務書類は、連結範囲となる会計・団体・法人等を一つの行政サービスの実施
主体とみなすため、連結対象間での取引は相殺消去しています。

（４）固定流動の区分

　現金及び貸借対照表基準日の翌日から起算して、１年以内に現金として回収されるものを
流動資産、また、その支払期限が貸借対照表基準日の翌日から起算して１年以内に到来する
ものを流動負債とし、それ以外のものを固定資産及び固定負債とする一年基準を採用してい
ます。

（５）財務書類作成に用いる基礎データ

（３）対象となる年度

　対象年度は令和元年度とし、令和２年３月３１日を作成基準日としています。
　なお、出納整理期間（令和２年４月１日から令和２年５月３１日まで）における出納につ
いては、基準日までに処理したものとして処理しています。
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＝ ＝

＋ ±

本年度末歳計外現金残高 固定資産等の変動

＋ ＋

前年度末資金残高 財源

－ －

支出

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】

収入 前年度末残高

臨時損失

－

臨時利益

＝
－

経常収益

＋

資産 負債 経常費用

　財務書類４表は、下図のように相互に関連を持っています。
　貸借対照表の純資産は、国・県からの補助金や自団体の財源で既に負担した部分を表して
います。この純資産の変動を表したものが、純資産変動計算書です。純資産変動計算書にお
ける純経常行政コストが一般財源、補助金等受入等を超過すれば、純資産が減少し、逆に一
般財源、補助金等受入等が純経常行政コストを超過すれば、純資産が増加することになりま
す。
　行政コスト計算書は、純資産変動計算書の純経常行政コストの明細であり、１年間にか
かった経常コスト総額から受益者負担である経常収益を控除することで、一般財源、補助金
等受入等で負担すべき純経常行政コストが算出されます。
　資金収支計算書の期末歳計現金残高は、貸借対照表の歳計現金と一致します。これは、資
金収支計算書は、貸借対照表に計上されている歳計現金の増減の明細であることを意味しま
す。

【財務書類４表の相互関係】

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

（８）財務書類４表の関係

純資産
歳計現金

期末歳計現金残高

純行政コスト

期末純資産残高

純資産現金預金

純行政コスト

本年度末現金預金残高 本年度末純資産残高
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２．用語解説

（１）貸借対照表

固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積

余剰分（不足分） 消費可能な資源の蓄積

賞与等引当金
翌年度（Ｎ+１年度）に支払うことが予定されている職員の賞与等
のうちＮ年度の勤務によって発生する負担相当額

預り金 第三者から寄託された資産に係る見返負債

1年内償還予定地方債 市債のうち翌年度に返済すべきもの

未払金
長期未払金が翌々年度以降の支出予定額に対し、翌年度の支出予定
額

損失補償等引当金
地方公共団体が損失補償を行っている公社や第三セクター等の債務
のうち、履行すべき額が確定していない損失補償に対して計上した
額など

流動負債 返済期限が１年以内の債務

長期未払金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについて支払って
いない額、あるいは債務保証や損失補償の履行が決定した額など

退職手当引当金
年度末に全職員が自己都合退職すると仮定した場合に必要な退職手
当の額

固定負債 返済期限が１年を超える債務

地方債 市債のうち翌々年度以降に返済すべきもの

基金（流動資産）
財政調整基金（将来の収入減や災害等の不測の支出に備えるため積
立てられた基金）と減債基金（地方債の償還に充てるために積立て
られた基金）

未収金
保有する債権のうち、当年度末日現在で回収期限から１年未満の債
権で、長期延滞債権に該当しないもの

短期貸付金 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

徴収不能引当金
保有する債権のうち、徴収不能のおそれのある債権の見込額（民間
企業の貸倒引当金にあたるもの）

現金預金 現金及び現金同等物

長期貸付金
自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金のうち、流動資産
に区分されるもの以外のもの

基金（固定資産）
特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資
金を運用するために設けられる資金又は財産

投資損失引当金
連結対象団体への出資金や保有株式の実質価格が低下した場合に計
上するもの

長期延滞債権
保有する債権のうち、当年度末日現在で回収期限から１年以上経過
している債権が存在する債務者に対するすべての債権

インフラ資産 道路、公園等の社会基盤となる資産

投資及び出資金 病院や第三セクター等への出資金など

事業用資産
庁舎，学校、市営住宅等の公共サービスに供されている資産で，イ
ンフラ資産，物品以外の資産
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（３）純資産変動計算書

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金など

資産評価差額 有価証券等の評価差額

純行政コスト 純経常行政コストに臨時損失を加え，臨時利益を控除したもの

税収等 地方税、地方交付税、地方譲与税など

純行政コスト 純経常行政コストに臨時損失を加え，臨時利益を控除したもの

前年度末純資産残高 貸借対照表における前年度末の純資産残高

資産除売却損
資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除却した
資産の除却時の帳簿価額

資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額

経常収益 行政サービス提供の結果得られた受益者負担金

純経常行政コスト
資産形成に結びつかない経常的な行政サービスを提供するために発
生する経常行政コストと行政サービスの対価、すなわち受益者負担
である経常収益との差額

社会保障給付 生活保護や児童手当の支給、医療費の助成等に要する福祉的な経費

他会計への繰出金
国民健康保険事業特別会計等の他会計に対する財政支援（繰出金）
に係る経費

徴収不能引当金繰入額
時効等の理由により回収が困難であると見込まれる市税や使用料、
手数料等の額

補助金等 各種団体等に対する負担金や補助金等

減価償却費 有形固定資産の価値が、経年劣化等により減少したと認められる額

支払利息 市債及び一時借入金の利子支払額

物件費
行政サービスを行うために必要な消耗品費、光熱水費、委託料等の
消費的性質の経費

維持補修費 公共用施設等の維持修繕に要する経費

賞与等引当金繰入額 当該年度において、賞与等引当金繰入額として新たに繰入れた額

（２）行政コスト計算書

職員給与費
職員の給与や各種手当といった費用から退職手当負担金支払額を除
いた額

-6-



本年度末資金残高 歳計外現金を除く現金預金の残高

本年度末現金預金残高 当年度の貸借対照表における現金預金計上額

財務活動収支 地方債等の元金償還や発行による収支

本年度資金収支額
１年間における資金収支の結果
（業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の合計）

業務活動収支
税収等，国県等補助金，使用料及び手数料等の業務収入と臨時収入
の合計から，業務費用，移転費用及び臨時支出を控除したもの（投
資活動及び財務活動以外のもの）

投資活動収支
公共施設等の取得や売却，基金の積立てや取崩し，投資及び出資金
等の増減に係る収支

（４）資金収支計算書
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Ⅲ．一般会計等財務書類

（単位：千円）

98,526,602  １　固定負債 43,050,994

92,359,551 （1）地方債 36,243,988

54,001,563 （2）退職手当引当金 6,424,271

27,629,343 （3）その他 382,735

20,024,177  ２　流動負債 3,561,547

1,384,990 （1）1年内償還予定地方債 2,761,203

4,963,053 （2）賞与等引当金 351,149

37,845,404 （3）預り金 260,092

16,973,699 （4）その他 189,103

173,945 負債合計 46,612,541

20,241,669

456,091  １　固定資産等形成分 104,438,284

512,584  ２　余剰分（不足分） △ 45,581,644

207,902

207,902

5,959,149

10,863,319

△ 6,696,458

933,650

986,246

△ 127,608

6,942,579

958,419

81,198

5,911,682

△ 8,720 純資産合計 58,856,640

105,469,181 負債及び純資産合計 105,469,181

（3）基金

純資産の部

③長期延滞債権

①投資及び出資金

（4）徴収不能引当金

資産合計

（2）無形固定資産

①ソフトウェア

 ２　流動資産

（1）現金預金

（2）未収金

②投資損失引当金

④基金

③物品

（3）投資その他の資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

⑤徴収不能引当金

一般会計等貸借対照表
（令和2年3月31日）

資産の部 負債の部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

-8-



１．一般会計等貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部
①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部
①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部

　「余剰分（不足分）」がマイナスであるということは、翌年度以降の負担額のうち約４５６億
円は既に使途が拘束されていることを意味しますが、これは、臨時財政対策債などの赤字地方債
や、退職手当引当金のように資産形成に直接繋がらない、将来に負担のみを残している負債に対
する備えが蓄えられていないことを表しています。

　「投資その他の資産」は５９億５，９１５万円で、市民病院等への出資金などの「投資及び出
資金」、特定の目的のために積み立てる基金等が計上されています。なお、期限が到来してから
１年以上回収できていない地方税等の「長期延滞債権」も将来、回収により現金化可能な資産と
して９億３，３６５万円を資産計上しています。
　また、「徴収不能引当金」として１億２，７６１万円マイナス計上していますが、これは、長
期延滞債権のうち、時効等により回収が困難になると見込まれる額です。

　現金や地方税等の未収金や必要に応じてすぐに使える流動性の高い基金などの「流動資産」の
総額は、６９億４，２５８万円となっています。
　「現金預金」が９億５，８４２万円、市税等の収入未済額のうち、その年度に新たに発生した
「未収金」を８，１２０万円資産計上しており、そのうち将来回収が困難と見込まれる額として
「徴収不能引当金」を８７２万円マイナス計上しています。また、「基金」が５９億１，１６８
万円で、その内訳は将来の不測の支出に備えて積立てている「財政調整基金」が３２億１，５６
４万円、地方債の償還に充てるため積立てられた基金である「減債基金」が２６億９，６０４万
円となっています。

　支払いや返済が長期に渡る「固定負債」は４３０億５，０９９万円で、その内訳は資産形成等
に伴う「地方債」が３６２億４，３９９万円、全職員が自己都合退職すると仮定した場合に必要
となる「退職手当引当金」が６４億２，４２７万円、その他の固定負債が３億８，２７３万円と
なっています。

　有形固定資産は総資産額の８７．６％に達しており、庁舎，学校、市営住宅などの「事業用資
産」が５４０億１５６万円（構成比５８．５％）で最も高い割合を示しており、次に道路、公園
などの「インフラ資産」が３７８億４，５４０万円（構成比４１．０％）となっています。

　返済期限が１年以内のものや既に支払義務が確定しているものなどの「流動負債」は３５億
６，１５５万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が２７億６，１２０万円、「賞与等引当
金」が３億５，１１５万円、「預り金」が２億６，００９万円、その他の流動負債が１億８，９
１１万円となっています。

　純資産のうち「固定資産等形成分」は、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、固定資
産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額で、１，０４４億３，８２８万円とな
りました。
　「余剰分（不足分）」は、費消可能な資源の蓄積をいい、流動資産（短期貸付金及び基金を除
く）から負債を控除した額で、翌年度以降に自由に使える財源を意味しますが、４５５億８，１
６４万円のマイナスとなっています。

　高砂市の令和元年度貸借対照表は、資産が１，０５４億６，９１８万円、負債が４６６億１，２
５４万円であり、資産から負債を差引いた純資産は５８８億５，６６４万円となりました。

　「固定資産」は９８５億２，６６０万円で、そのうち長期間にわたって住民サービスを提供す
るために使用される道路や公園、小学校・中学校などの土地や建物等の「有形固定資産」が９２
３億５，９５５万円で、うち土地は４４６億３０４万円となっています。
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（単位：千円）

12,887,043
5,576,158
5,224,641

11,199
340,318

6,874,896
4,451,133

209,001
2,214,762

435,989
186,270

286
249,433

15,737,520
7,069,120
6,416,851
2,231,107

20,442
28,624,563

534,605
389,432
924,037

27,700,526

1,736
26,980
75,711

104
104,531

34,977
11,176
46,153

27,758,904

③その他

一般会計等行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

経常費用

 １　業務費用

①職員給与費

（1）人にかかるコスト

②賞与等引当金繰入額

（4）その他

経常費用合計

（2）物にかかるコスト

①物件費

②維持補修費

（3）その他のコスト

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③減価償却費

③その他

（2）社会保障給付

純経常行政コスト

 １　災害復旧事業費

臨時損失合計

臨時利益

 ２　その他

臨時利益合計

 ４　その他

 １　資産売却益

 ２　移転費用

（1）補助金等

（3）他会計への繰出金

純行政コスト

臨時損失

経常収益

 １　使用料及び手数料

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）

 ３　投資損失引当金繰入額

 ２　その他

経常収益合計

 ２　資産除売却損

（経常費用-経常収益）
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２．一般会計等行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

（５）経常収益

（６）臨時損失

（７）臨時利益

　「物件費」は４４億５，１１３万円、「維持補修費」は２億９００万円、「減価
償却費」は２２億１，４７６万円となり、経常費用の２４．０％を占めています。

　「支払利息」は１億８，６２７万円、「徴収不能引当金繰入額」は２９万円、そ
の他の行政コストは２億４，９４３万円となり、経常費用の１．５％を占めていま
す。

「災害復旧事業費」は１７４万円、「資産除売却損」は２，６９８万円、「投資損
失引当金繰入額」は７，５７１万円、その他の臨時損失は１０万円となりました。

　「資産売却益」は３，４９８万円、その他の臨時利益は１，１１８万円となりま
した。

　「使用料及び手数料」による収入は５億３，４６１万円、その他の収入は３億
８，９４３万円となりました。

　「補助金等」は７０億６，９１２万円、「社会保障給付」は６４億１，６８５万
円、「他会計への繰出金」は２２億３，１１１万円、その他の移転費用は２，０４
４万円となり経常費用の５５．０％を占めています。

　資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するのに要した経費である
「経常費用」は２８６億２，４５６万円、行政サービス提供の結果得られた受益者
負担である「経常収益」は９億２，４０４万円となり、差引いた「純経常行政コス
ト」は２７７億５２万円となりました。これに「臨時損失」と「臨時利益」の差額
を含めた「純行政コスト」は２７７億５，８９０万円となりました。

　「職員給与費」は５２億２，４６４万円、「賞与等引当金繰入額」は１，１２０
万円、その他の人件費は３億４，０３２万円となり、経常費用の１９．５％を占め
ています。
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（単位：千円）

55,513,341

△ 27,758,904

30,905,048

22,904,289

8,000,759

3,146,144

△ 141,743

338,898

3,343,299

58,856,640

無償所管換等

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

本年度純資産変動額

一般会計等純資産変動計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

税収等

国県等補助金

本年度差額

資産評価差額

本年度末純資産残高
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３．一般会計等純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）資産評価差額

（４）無償所管換等

　「純行政コスト」は行政コスト計算書では、直接行政サービスの対価として
収入された、使用料及び手数料等の経常収益のみを財源として充て、それに臨
時損益を加えていたため、２７７億５，８９０万円のマイナスでした。

　純行政コストに対して、受益者負担以外の収入（市税等の一般財源や国県補
助金等受入）が、３０９億５０５万円となっています。

　「無償所管換等」は３億３，８９０万円のプラスとなりました。

　「資産評価差額」は１億４，１７４万円のマイナスとなっていますが、これ
は主に有形固定資産の土地の評価替えを行ったことによる減額です。

　令和元年度の期末純資産残高は５８８億５，６６４万円となり、前年度から
３３億４，３３０万円増加しています。

　純資産が増加した場合は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可
能な公共資産を蓄積したことを意味するので、将来世代の負担は軽減されてい
ると考えられます。逆に純資産が減少した場合、現役世代が将来世代にとって
も利用可能であった公共資産を消費し行政サービスを享受する一方で、将来世
代にその分の負担が先送りされていると考えられます。
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（単位：千円）

27,062,057

11,059,457

5,989,569

4,660,134

186,270

223,484

16,002,600

7,069,120

6,416,851

2,231,107

285,522

29,527,356

21,667,708

6,805,427

535,599

518,622

1,736

1,736

2,463,563

10,065,417

8,122,994

1,340,123

602,300

4,034,742

1,195,332

168,042

587,430

841,548

1,242,390

△ 6,030,675

 ３　臨時支出

（1）災害復旧事業費支出

一般会計等資金収支計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

業務活動収支

（1）業務費用支出

①人件費支出

②物件費支出

 １　業務支出

③支払利息支出

④その他の支出

（2）移転費用支出

業務活動収支

③他会計への繰出支出

①補助金等支出

②社会保障給付支出

（3）使用料及び手数料収入

（4）その他の収入

④その他の支出

 ２　業務収入

 ２　投資活動収入

（1）公共施設等整備費支出

（2）基金積立金支出

（1）国県等補助金収入

（2）基金取崩収入

（3）貸付金支出

（4）資産売却収入

投資活動収支

 １　投資活動支出

（3）貸付金元金回収収入

（5）その他の収入

投資活動収支

（1）税収等収入

（2）国県等補助金収入
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2,822,709

2,618,926

203,783

6,530,154

6,530,154

3,707,445

140,333

557,994

698,327

326,902

△ 66,810

260,092

958,419

４．一般会計等資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

 １　財務活動支出

財務活動収支

（1）地方債償還支出

（2）その他の支出

 ２　財務活動収入

（1）地方債発行収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度末歳計外現金残高

本年度資金収支額

本年度歳計外現金増減額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度末現金預金残高

　資金収支計算書は、財務書類のうち唯一現金主義に基づいて作成されており、その数
値は「貸借対照表」の流動資産に計上した「現金預金」と一致します。
　「業務活動収支」が２４億６，３５６万円のプラス、「投資活動収支」が６０億３，
０６８万円のマイナス、「財務活動収支」が３７億７４５万円のプラスとなり、「本年
度資金収支額」が１億４，０３３万円のプラスとなりました。その結果、本年度末資金
残高は、６億９，８３３万円となっています。これに「歳計外現金」２億６，００９万
円を合わせた「本年度末現金預金残高」は９億５，８４２万円となっています。

　「業務活動収支」は、人件費、物件費、社会保障給付（扶助費）などの行政サービス
の提供に関する経常的・臨時的な行政活動に伴う資金収支をいいます。
　業務活動収支の支出合計は、２７０億６，３７９万円となり、収入合計は２９５億
２，７３５万円となりました。

　財務活動収支の支出合計は、２８億２，２７１万円となり、収入合計は６５億３，０
１６万円となりました。

　「投資活動収支」は、道路、学校、公園など公共施設整備や基金積立・取崩など、市
の資産の増減に伴う資金収支をいいます。
　投資活動収支の支出合計は、１００億６，５４２万円となり、収入合計は４０億３，
４７４万円となりました。

　「財務活動収支」は、地方債発行や元金償還など、市の負債の増減に伴う資金収支を
いいます。
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Ⅳ．一般会計等財務書類の分析指標

１．歳入額対資産比率

年

２．有形固定資産減価償却率

％

事業分類別有形固定資産減価償却率

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（前年度58.0％）

－

有形固定資産減価償却率

　有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出するこ
とにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを示した指標です。
　この比率が高ければ高いほど、近い将来、施設等の大規模改修や建替等が必要になる可能
性があります。

減価償却累計額
） ×

減価償却累計額
／　（

（前年度2.79年）2.59

50,534,770

105,469,181 40,650,246

　財務書類のデータ等による指標を分析することにより、高砂市の財政状況を多角的に分析
することが可能となります。また、各指標は経年で比較することや類似団体と比較すること
により、全体の大まかな傾向を把握するのに有効です。
　なお、各指標は平成３１年３月に総務省が公表した「地方公会計の推進に関する研究会報
告書」に基づき算出していますが、単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変動した
り、他団体は別の算出方法により指標を作成している場合があるため、経年比較や類似団体
比較をする場合には留意が必要です。

　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成されたストックであ
る資産は、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測ることができます。
　この比率が高いほど社会資本の整備が進んでいると考えられますが、これからの維持管理
に多額の経費が必要となります。

資産合計
／

歳入総額
＝

53,589,834 56.2

53,589,834 92,359,551

＋

有形固定資産合計

歳入額対資産比率

＝

土地等の非償却資産

100

事業分類 有形固定資産減価償却率 （前年度）

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防（警察）

総務

58.1

55.0

32.7

72.0

34.1

60.9

44.0

57.4

59.6

37.7

69.3

31.5

59.4

64.9
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３．社会資本等形成の世代間負担比率(純資産比率(過去及び現世代負担比率)、将来世代負担比率)

55.8

23.5

４．受益者負担比率

3.2

５．行政コスト対税収等比率

％

％ （前年度56.0％）

％ （前年度20.7％）

％ （前年度4.1％）

純資産

58,856,640

有形・無形固定資産合計

21,718,356

地方債残高

92,567,453
×

×　100

補助金等受入（その他一般財源等）
／

※地方債残高は、地方債合計から臨時財政対策債、減収補填債特例分、減税補填債、臨時税
収補填債、臨時財政特例債の合計を除いた金額です。

一般財源

社会資本等形成の将来世代負担比率

純資産比率

105,469,181
×

　税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることにより、当該年度の税
収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない行政コストに費消されたのかがわかります。こ
の比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去
から蓄積した資産が取崩されたことを表します。

100

／

＋

　総資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまでの世代（過去及び現世
代）によって既に負担された割合をみることができます。
　また、負債に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割
合を見ることができます。
　将来世代負担比率が低い方が財政的には健全といえますが、世代間負担の公平を図るため
には、過去及び現世代が過度に負担することも適当ではありません。

100 ＝

＝

純経常行政コスト

28,624,563

資産合計

／

経常費用

）

経常収益

6,805,427

＝

27,700,526
（

22,904,289

行政コスト対税収等比率

93.2 （前年度97.4％）
×

／

　行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金
額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負
担の割合を算出することができます。

924,037

受益者負担の割合

100

＝
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【住民一人当たり貸借対照表】 （単位：千円）

人

【住民一人当たり行政コスト計算書】 （単位：千円）

人

20,442

住民基本台帳人口（R2.1.1）

他会計への繰出金

46,153

2,214,762

無形固定資産 207,902 2

316

307

その他のコスト　小計

補助金等

6,874,896

その他

90,462

27,758,904

     経常収益　　　　　　b

7,069,120

移転費用　小計

209,001

住民基本台帳人口（R2.1.1）

340,318

515

58

66

社会保障給付

2,231,107

純行政コスト　　　 c＋（d－e）　　

維持補修費

15,737,520

28,624,563

減価償却費

     経常費用　合計　　　ａ

1,089

418

流動負債

597

項目

有形固定資産

286

5,576,158

6,942,579

一般会計等

物件費

賞与等引当金繰入額 11,199

徴収不能引当金繰入額

435,989

249,433

5,224,641

37,845,404

90,462

その他

4,451,133

46,612,541

186,270

項目

174

4

0

78

2

25

49

0

24

39

0

住民一人当たり

事業用資産

物にかかるコスト　小計

2

75

その他

62

支払利息

1

105,469,181

負債合計

人にかかるコスト　小計

純資産合計

インフラ資産

一般会計等

54,001,563

6

92,359,551

物品

1,021

住民一人当たり

1,166

固定資産

5,959,149

　住民一人当たりの貸借対照表や行政コスト計算書の各項目の金額を算出することにより、
人口規模等を考慮しないで済むため、他の地方公共団体と比較しやすくなります。また、よ
り市民の皆様が実感を持てる数値となります。

476

77

投資その他の資産

43,050,994

資産合計

6,416,851 71

純経常行政コスト　 c＝ａ－ｂ　　 27,700,526 306

     臨時利益　　　　　　e

10

512,584

６．住民一人当たり財務書類

流動資産

98,526,602

0

104,531

3

924,037

5

職員給与費

     臨時損失　　　　　　d

651

固定負債

3,561,547

58,856,640
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７．債務償還可能年数

6.9 年

８．基礎的財政収支（プライマリーバランス）

千円△ 4,858,594

投資活動収支
＝

債務償還可能年数

（前年度△321,802千円）

※経常経費充当財源等は、経常経費充当一般財源等から、地方公共団体財政健全化法上の実
質公債費率算定式の「債務負担行為のうち公債費に準ずるもの、公営企業や一部事務組合等
の起こした地方債の償還財源に充てた繰出金や負担金等」と、元金償還金（経常経費充当一
般財源等）を除いた金額です。

※業務活動収支は、支払利息支出を除いた金額です。
※投資活動収支は、基金積立金支出と基金取崩収入を除いた金額です。

2,649,833

＋
業務活動収支

△ 2,208,761

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

　地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスをみる
もので、プライマリーバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らな
い限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえま
す。

　自治体の抱えている実質債務を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済でき
るかを表す指標で、借金の多さや債務返済能力を測る指標です。
　自治体が抱えている借金を返済するには、何らかの形で資金を確保しなければなりませ
ん。また、安定的に返済を行っていかなければならないため、その資金は経常的に確保でき
る必要があります。この指標が小さいほど、債務償還能力が高いことになります。

経常一般財源等（歳入）等

21,569,320 （前年度6.9年）

＝

充当可能財源

19,098,593

経常経費充当財源等

14,403,689

－

－

※経常一般財源等（歳入）等＝経常一般財源等＋減収補填債特例分発行額＋臨時財政対策債
発行可能額

※充当可能財源は、地方公共団体財政健全化法上の将来負担率算定式の「充当可能基金残高
＋充当可能特定歳入」です。

※将来負担額は、地方公共団体財政健全化法上の将来負担率の算定式により算出した金額です。

将来負担額

68,553,947
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Ⅴ．全体財務書類

（単位：千円）

178,423,730  １　固定負債 102,063,296

172,724,208 （1）地方債 69,787,540

58,874,046 （2）退職手当引当金 7,829,469

29,393,129 （3）その他 24,446,287

23,122,912  ２　流動負債 8,635,581

1,394,953 （1）1年内償還予定地方債 5,663,395

4,963,052 （2）未払金 1,521,140

112,413,219 （3）未払費用 60,739

20,366,601 （4）前受金 2,928

2,354,947 （5）賞与等引当金 582,286

79,902,001 （6）預り金 558,229

5,839,600 （7）その他 246,864

3,950,070 負債合計 110,698,877

1,436,943

2,001,108  １　固定資産等形成分 184,335,412

3,698,414  ２　余剰分（不足分） △ 104,897,006

324,009

1,306,253

2,154,509

105,837

△ 192,194

11,713,553

4,842,308

970,076

5,911,682

13,893

487

△ 24,893 純資産合計 79,438,406

190,137,283 負債及び純資産合計 190,137,283資産合計

（2）未収金

（3）基金

（4）棚卸資産

（5）その他

（6）徴収不能引当金

③基金

④その他

⑤徴収不能引当金

 ２　流動資産

（1）現金預金

ⅴ建設仮勘定

③物品

（2）無形固定資産

（3）投資その他の資産

①投資及び出資金

②長期延滞債権

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳその他

純資産の部

全体貸借対照表
（令和2年3月31日）

資産の部 負債の部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物
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１．全体貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部
①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部
①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部

　全体貸借対照表は、一般会計等に病院事業、水道事業、国民健康保険事業等の公営事業会計を連
結した、市全体の資産や負債のストック情報を網羅した財務書類です。

　「流動負債」は８６億３，５５８万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が５６億６，３４
０万円、「未払金」が１５億２，１１４万円、「未払費用」が６，０７４万円、「前受金」が２
９３万円、「賞与等引当金」が５億８，２２９万円、「預り金」が５億５，８２３万円、前述し
たもの以外の流動負債「その他」が２億４，６８６万円となっています。

　資産の部から負債の部を差引いた純資産は７９４億３，８４１万円となっており、資産に占め
る純資産の割合である純資産比率は４１．８％となります。

　高砂市の令和元年度全体貸借対照表は、資産が１，９０１億３，７２８万円、負債が１，１０６
億９，８８７万円であり、資産から負債を差引いた純資産は７９４億３，８４１万円となりまし
た。

　「固定資産」は１，７８４億２，３７３万円で、そのうち土地や建物等の「有形固定資産」が
１，７２７億２，４２１万円で、うち土地は４９７億５，９７３万円となっています。
　有形固定資産は総資産額の９０．８％に達しており、「インフラ資産」が１，１２４億１，３
２２万円（構成比６５．１％）で最も高い割合を示しており、一般会計等と比べ約７４６億円増
加しているのは、上下水道事業の資産を合算したことによるものです。次に「事業用資産」が５
８８億７，４０５万円（構成比３４．１％）となっています。

　「投資その他の資産」は３６億９，８４１万円で、うち、期限が到来してから１年以上回収で
きていない債権である「長期延滞債権」を将来、回収により現金化可能な資産として１３億６２
５万円を資産計上しています。また、長期延滞債権のうち、時効等により回収が困難になると見
込まれる額である「徴収不能引当金」を１億９，２１９万円マイナス計上しています。なお、投
資及び出資金が一般会計等と比べて減少しているのは、病院事業会計への出資金を相殺消去して
いるためです。

　「流動資産」の総額は、１１７億１，３５５万円となっています。「現金預金」が４８億４，
２３１万円、収入未済額のうち、その年度に新たに発生した「未収金」が９億７，００８万円、
「徴収不能引当金」を２，４８９万円マイナス計上しています。

　「固定負債」は１，０２０億６，３２９万円となっています。内訳は、「地方債」が６９７億
８，７５４万円、「退職手当引当金」が７８億２，９４７万円、前述したもの以外の固定負債
「その他」が２４４億４，６２８万円となりました。
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（単位：千円）

23,525,688
9,359,223
8,764,548

227,914
366,761

12,696,166
6,839,664

368,291
5,486,913

1,298
1,470,299

825,808
4,318

640,173
27,407,800
20,938,089
6,419,725

49,986
50,933,488

6,556,261
495,114

7,051,375
43,882,113

1,736
46,642

488
48,866

34,986
97,119

132,105
43,798,874

 ２　資産除売却損

 ２　その他

臨時利益合計

純行政コスト

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）

経常収益合計

純経常行政コスト

（経常費用-経常収益）

臨時損失

 １　災害復旧事業費

 ３　その他

臨時損失合計

臨時利益

 １　資産売却益

（2）社会保障給付

（3）その他

経常費用合計

経常収益

 １　使用料及び手数料

 ２　その他

（3）その他のコスト

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③その他

 ２　移転費用

（1）補助金等

③その他

（2）物にかかるコスト

①物件費

②維持補修費

③減価償却費

④その他

全体行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

経常費用

 １　業務費用

（1）人にかかるコスト

①職員給与費

②賞与等引当金繰入額
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２．全体行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

　「職員給与費」は８７億６，４５５万円、「賞与等引当金繰入額」は２億２，７
９１万円、その他の人件費は３億６，６７６万円となり、人にかかるコストは経常
費用の１８．４％を占めています。

　「支払利息」は８億２，５８１万円、「徴収不能引当金繰入額」は４３２万円、
その他の行政コストは６億４，０１７万円となり、その他のコストは経常費用の
２．９％を占めています。

　「補助金等」は２０９億３，８０９万円、「社会保障給付」は６４億１，９７３
万円、その他の移転費用は４，９９７万円となり、移転費用は経常費用の５３．
８％を占めています。

　令和元年度の全体行政コスト計算書は、「経常費用」は５０９億３，３４９万
円、「経常収益」は７０億５，１３８万円となり、差引いた「純経常行政コスト」
は４３８億８，２１１万円となりました。これに「臨時損失」と「臨時利益」の差
額を含めた「純行政コスト」は４３７億９，８８７万円となりました。

　「物件費」は６８億３，９６６万円、「維持補修費」は３億６，８２９万円、
「減価償却費」は５４億８，６９１万円、その他の物件費は１３０万円となり、物
にかかるコストは経常費用の２４．９％を占めています。
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（単位：千円）

74,846,752

△ 43,798,874

48,102,331

29,639,626

18,462,705

4,303,457

△ 141,743

422,200

7,740

4,591,654

79,438,406

本年度差額

資産評価差額

その他

本年度純資産変動額

無償所管換等

全体純資産変動計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度末純資産残高
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３．全体純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）資産評価差額

（４）無償所管換等

　「財源」の合計は、４８１億２３３万円となりました。

　「資産評価差額」は１億４，１７４万円のマイナスとなりました。

　「無償所管換等」は４億２，２２０万円のプラスとなりました。

　全体純資産変動計算書は、全体貸借対照表の純資産の部に計上されている各
数値が１年間でどのように変動したかを表す財務書類です。令和元年度の期末
純資産残高は７９４億３，８４１万円となり、前年度から４５億９，１６５万
円増加しています。なお、本年度末純資産残高は、全体貸借対照表の純資産合
計と一致します。

　「純行政コスト」は、全体行政コスト計算書の純行政コストと一致していま
す。「純行政コスト」は４３７億９，８８７万円のマイナスとなりました。
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（単位：千円）

46,576,732

18,912,336

9,783,682

7,260,550

1,274,896

593,208

27,664,396

20,928,647

6,419,725

316,024

51,687,378

28,273,579

16,265,882

6,585,122

562,795

1,736

1,736

5,108,910

13,366,101

11,162,485

1,588,836

614,780

5,290,193

2,294,295

314,192

589,173

841,566

1,250,967

△ 8,075,908

（5）その他の収入

投資活動収支

（3）貸付金支出

 ２　投資活動収入

（1）国県等補助金収入

（2）基金取崩収入

（3）貸付金元金回収収入

（4）資産売却収入

（4）その他の収入

業務活動収支

投資活動収支

 １　投資活動支出

（1）公共施設等整備費支出

（2）基金積立金支出

 ３　臨時支出

（1）災害復旧事業費支出

③その他の支出

 ２　業務収入

（1）税収等収入

（2）国県等補助金収入

（3）使用料及び手数料収入

②物件費支出

③支払利息支出

④その他の支出

（2）移転費用支出

①補助金等支出

②社会保障給付支出

全体資金収支計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

業務活動収支

 １　業務支出

（1）業務費用支出

①人件費支出
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5,661,037

5,449,197

211,840

8,051,254

8,051,254

2,390,217

△ 576,781

5,158,997

4,582,216

326,902

△ 66,810

260,092

4,842,308

４．全体資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

（４）本年度資金収支額

　「財務活動収支」の支出合計は、５６億６，１０４万円、収入合計は８０億５，１２
５万円となり、差引き２３億９，０２２万円の黒字となりました。

　「業務活動収支額」、「投資活動収支額」、「財務活動収支額」を合算した額です。
５億７，６７８万円の赤字となりました。

　市全体の資産のうち、現金資産に注目し、各会計の収支を「業務活動収支」、「投資
活動収支」、「財務活動収支」の３つに区分して表示し、その会計年度の収支の実態を
反映させた資金収支計算書を連結したものが、全体資金収支計算書です。

　「業務活動収支」の支出合計は、４６５億７，８４７万円、収入合計は５１６億８，
７３８万円となり、差引き５１億８９１万円の黒字となりました。

　「投資活動収支」の支出合計は、１３３億６，６１０万円、収入合計は５２億９，０
１９万円となり、差引き８０億７，５９１万円の赤字となりました。

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

 ２　財務活動収入

（1）地方債発行収入

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

財務活動収支

 １　財務活動支出

（1）地方債償還支出

（2）その他の支出
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Ⅵ．連結財務書類

（単位：千円）

178,732,497  １　固定負債 102,063,544

172,803,648 （1）地方債 69,787,540

58,953,001 （2）退職手当引当金 7,829,469

29,472,083 （3）その他 24,446,535

23,122,912  ２　流動負債 8,668,002

1,394,953 （1）1年内償還予定地方債 5,663,394

4,963,053 （2）未払金 1,550,168

112,413,219 （3）未払費用 60,739

20,366,601 （4）前受金 3,954

2,354,947 （5）賞与等引当金 582,286

79,902,001 （6）預り金 559,622

5,839,600 （7）その他 247,839

3,950,070 負債合計 110,731,546

1,437,428

2,001,444  １　固定資産等形成分 184,439,179

3,927,405  ２　余剰分（不足分） △ 104,552,345

159,008  ３　他団体出資等分 205,000

1,309,039

2,545,715

105,837

△ 192,194

12,090,883

5,213,351

976,360

5,911,682

13,893

490

△ 24,893 純資産合計 80,091,834

190,823,380 負債及び純資産合計 190,823,380資産合計

純資産の部

①投資及び出資金

②長期延滞債権

③基金

④その他

（4）棚卸資産

（5）その他

（6）徴収不能引当金

（3）基金

⑤徴収不能引当金

 ２　流動資産

（1）現金預金

（2）未収金

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅴ建設仮勘定

③物品

（3）投資その他の資産

ⅳその他

（2）無形固定資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

連結貸借対照表
（令和2年3月31日）

資産の部 負債の部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産
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１．連結貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部
①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部
①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部
　資産の部から負債の部を差引いた純資産は８００億９，１８３万円となっており、資産に占め
る純資産の割合である純資産比率は４２．０％となります。

　高砂市の令和元年度連結貸借対照表は、資産が１，９０８億２，３３８万円、負債が１，１０７
億３，１５５万円であり、資産から負債を差引いた純資産は８００億９，１８３万円となりまし
た。

　「固定資産」は１，７８７億３，２５０万円で、そのうち土地や建物等の「有形固定資産」が
１，７２８億３６５万円で、うち土地は４９８億３，８６８万円となっています。
　有形固定資産は総資産額の９０．６％に達しており、「インフラ資産」が１，１２４億１，３
２２万円（構成比６５．１％）で最も高い割合を示しており、一般会計等と比べ約７４６億円増
加しているのは、上下水道事業の資産を合算したことによるものです。次に「事業用資産」が５
８９億５，３００万円（構成比３４．１％）となっています。

　「投資その他の資産」は３９億２，７４１万円で、うち、期限が到来してから１年以上回収で
きていない債権である「長期延滞債権」を将来、回収により現金化可能な資産として１３億９０
４万円を資産計上しています。また、長期延滞債権のうち、時効等により回収が困難になると見
込まれる額である「徴収不能引当金」を１億９，２１９万円マイナス計上しています。なお、投
資及び出資金が一般会計等と比べて減少しているのは、連結対象会計・団体・法人間で出資金・
出捐金を相殺消去しているためです。

　連結貸借対照表は、連結対象の各会計・団体・法人をひとつの行政サービスの実施体とみなし
て、資産や負債のストック情報を網羅した財務書類です。連結に際して、一般会計等から連結対象
会計・法人等への出資金や連結対象会計・法人等の間での内部取引は相殺消去を行っています。

　「流動資産」の総額は、１２０億９，０８８万円となっています。「現金預金」が５２億１，
３３５万円、収入未済額のうち、その年度に新たに発生した「未収金」が９億７，６３６万円、
「徴収不能引当金」を２，４８９万円マイナス計上しています。

　「固定負債」は１，０２０億６，３５４万円となっています。内訳は一般会計等及び下水道事
業、病院事業、水道事業等の「地方公共団体」の地方債が６９７億８，７５４万円、「退職手当
引当金」が７８億２，９４７万円、前述したもの以外の固定負債「その他」が２４４億４，６５
４万円となりました。

　「流動負債」は８６億６，８００万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が５６億６，３３
９万円、「未払金」が１５億５，０１７万円、「未払費用」が６，０７４万円、「前受金」が３
９５万円、「賞与等引当金」が５億８，２２９万円、「預り金」が５億５，９６２万円、前述し
たもの以外の流動負債「その他」が２億４，７８４万円となっています。
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（単位：千円）

23,868,492
9,466,548
8,870,970

227,914
367,664

12,708,243
6,816,574

403,126
5,487,245

1,298
1,693,701

825,808
4,318

863,575
36,544,396
30,065,072
6,419,725

59,599
60,412,888

6,556,262
537,470

7,093,732
53,319,156

1,736
46,642

490
48,868

34,986
97,480

132,466
53,235,558

②賞与等引当金繰入額

連結行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

経常費用

 １　業務費用

（1）人にかかるコスト

①職員給与費

④その他

③その他

（2）物にかかるコスト

①物件費

（3）その他のコスト

②維持補修費

③減価償却費

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③その他

 ２　移転費用

（1）補助金等

臨時損失合計

（2）社会保障給付

（3）その他

経常費用合計

経常収益

 １　使用料及び手数料

 ２　その他

経常収益合計

純経常行政コスト

（経常費用-経常収益）

臨時損失

 ３　その他

臨時利益

 ２　その他

 １　災害復旧事業費

 １　資産売却益

臨時利益合計

 ２　資産除売却損

純行政コスト

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）
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２．連結行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

　令和元年度の連結行政コスト計算書は、「経常費用」は６０４億１，２８９万
円、「経常収益」は７０億９，３７３万円となり、差引いた「純経常行政コスト」
は５３３億１，９１６万円となりました。これに「臨時損失」と「臨時利益」の差
額を含めた「純行政コスト」は５３２億３，５５６万円となりました。

　「物件費」は６８億１，６５７万円、「維持補修費」は４億３１３万円、「減価
償却費」は５４億８，７２５万円、その他の物件費は１３０万円となり、物にかか
るコストは経常費用の２１．０％を占めています。

　「補助金等」は３００億６，５０７万円、「社会保障給付」は６４億１，９７３
万円、その他の移転費用は５，９６０万円となり、移転費用は経常費用の６０．
５％を占めています。

　「職員給与費」は８８億７，０９７万円、「賞与等引当金繰入額」は２億２，７
９１万円、その他の人件費は３億６，７６６万円となり、人にかかるコストは経常
費用の１５．７％を占めています。

　「支払利息」は８億２，５８１万円、「徴収不能引当金繰入額」は４３２万円、
その他の行政コストは８億６，３５８万円となり、その他のコストは経常費用の
２．８％を占めています。
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（単位：千円）

75,499,258

△ 53,235,558

57,530,789

34,330,270

23,200,519

4,295,231

△ 141,743

422,201

16,887

4,592,576

80,091,834

本年度差額

資産評価差額

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

無償所管換等

連結純資産変動計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金
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３．連結純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）資産評価差額

（４）無償所管換等

　「財源」の合計は、５７５億３，０７９万円となりました。

　「資産評価差額」は１億４，１７４万円のマイナスとなりました。

　「無償所管換等」は４億２，２２０万円のプラスとなりました。

　連結純資産変動計算書は、連結貸借対照表の純資産の部に計上されている各
数値が１年間でどのように変動したかを表す財務書類です。令和元年度の期末
純資産残高は８００億９，１８３万円となり、前年度から４５億９，２５８万
円増加しています。なお、本年度末純資産残高は、連結貸借対照表の純資産合
計と一致します。

　「純行政コスト」は、連結行政コスト計算書の純行政コストと一致していま
す。「純行政コスト」は５３２億３，５５６万円のマイナスとなりました。
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（単位：千円）

56,063,853

19,262,973

9,890,987

7,242,682

1,274,896

854,408

36,800,880

30,055,517

6,419,725

325,638

61,156,528

32,964,224

21,003,696

6,585,122

603,486

1,736

1,736

5,090,939

13,447,223

11,162,485

1,669,958

614,780

5,370,572

2,294,295

394,571

589,173

841,566

1,250,967

△ 8,076,651

（3）貸付金元金回収収入

（5）その他の収入

投資活動収支

（1）公共施設等整備費支出

 ３　臨時支出

（3）貸付金支出

 ２　投資活動収入

（1）国県等補助金収入

①補助金等支出

②社会保障給付支出

（2）基金積立金支出

③その他の支出

 ２　業務収入

（1）税収等収入

（4）その他の収入

業務活動収支

投資活動収支

 １　投資活動支出

連結資金収支計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

業務活動収支

 １　業務支出

（1）業務費用支出

①人件費支出

②物件費支出

③支払利息支出

（2）国県等補助金収入

（3）使用料及び手数料収入

（1）災害復旧事業費支出

（2）基金取崩収入

（4）資産売却収入

④その他の支出

（2）移転費用支出
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5,661,037

5,449,197

211,840

8,051,254

8,051,254

2,390,217

△ 595,495

5,542,843

5,841

4,953,189

327,044

△ 66,882

260,162

5,213,351

４．連結資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

（４）本年度資金収支額

　「財務活動収支」の支出合計は、５６億６，１０４万円、収入合計は８０億５，１２
６万円となり、差引き２３億９，０２２万円の黒字となりました。

（1）地方債発行収入

　連結対象団体の資産のうち、現金資産に注目し、各会計・団体・法人の収支を「業務
活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つに区分して表示し、その会計
年度の収支の実態を反映させた資金収支計算書を連結したものが、連結資金収支計算書
です。

　「業務活動収支」の支出合計は、５６０億６，５５９万円、収入合計は６１１億５，
６５３万円となり、差引き５０億９，０９４万円の黒字となりました。

　「投資活動収支」の支出合計は、１３４億４，７２２万円、収入合計は５３億７，０
５７万円となり、差引き８０億７，６６５万円の赤字となりました。

 ２　財務活動収入

　「業務活動収支額」、「投資活動収支額」、「財務活動収支額」を合算した額です。
５億９，５４９万円の赤字となりました。

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

本年度資金収支額

経費負担割合の変更に伴う差額

本年度末資金残高

財務活動収支

 １　財務活動支出

（1）地方債償還支出

（2）その他の支出

財務活動収支

前年度末資金残高
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Ⅶ．連結財務書類の分析

１．貸借対照表の連単分析

（単位：千円）

　連結貸借対照表の資産合計は一般会計等の1.81倍になっており、固定資産が
1.81倍、流動資産は1.74倍となっています。また、投資等が0.66倍と一般会計等
の数値より小さくなっているのは、投資及び出資金のほとんどが連結対象となる
会計や団体に対するものですので、連結全体で考えれば単なる内部取引として連
結対象となる会計や団体の資本と相殺消去されるためです。
　また、負債合計が一般会計等の2.38倍となっています。これは、下水道事業、
水道事業及び病院事業の起債の残高が多いためです。

80,091,834 1.36

物品

1.74

投資その他の資産

流動資産

102,063,544

8,668,002 2.43

46,612,541 110,731,546 2.38

190,823,380 1.81

43,050,994

3,561,547

2.37

1.09

有形固定資産

事業用資産

無形固定資産

105,469,181

3,927,405 0.66

6,942,579 12,090,883

5,959,149

固定負債

流動負債

98,526,602

54,001,563

37,845,404

一般会計等
（Ａ）

92,359,551

インフラ資産

207,902

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

固定資産 178,732,497 1.81

項目

512,584

連結
（Ｂ）

1.87172,803,648

58,953,001

112,413,219 2.97

1,437,428 2.80

2,001,444 9.63

純資産合計

資産合計

58,856,640

　連結財務書類の分析の方法として、連単分析があります。これは、一般会計等財務書類の数値
と連結財務書類の数値を比較することにより、一般会計等以外での資産や行政サービスの規模等
を把握することができます。

　資産や負債の連単倍率（連結財務書類計上額÷一般会計等財務書類計上額）を分析するこ
とにより、一般会計等だけでは見えない公共資産整備の状況や借金の規模を把握することが
できます。また、有形固定資産の性質別区分の連単倍率を比較することで、一般会計等以外
の会計・団体・法人でどのような性質の資産整備が行われているかを分析することができま
す。

負債合計
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２．行政コスト計算書の連単分析

（単位：千円）

　連結行政コスト計算書の経常費用合計は、一般会計等の2.11倍になっていま
す。そのうち、補助金等にかかるコストは4.25倍となっています。これは国民健
康保険、後期高齢者医療、介護保険などにかかるコストが大きいためです。他会
計への繰出金が連結では0円になっているのは、一般会計等から他会計への繰出金
などの会計間の内部取引を相殺消去しているためです。また、支払利息が4.43倍
と非常に高くなっているのは、下水道事業の起債の利息が多くなっているためで
す。
　経常収益は、一般会計等の7.68倍と高くなっています。これは、病院事業、下
水道事業、水道事業の事業収入等が計上されているためです。

53,235,558 1.92

104,531 48,868 0.47

46,153 132,466 2.87

27,758,904

20,442 59,599 2.92

15,737,520 36,544,396 2.32

1,693,701 3.88

7,069,120 30,065,072 4.25

‐ ―2,231,107

4,318 15.10

249,433 863,575 3.46

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

項目

職員給与費

その他

2,214,762

6,874,896

人にかかるコスト　小計

一般会計等
（Ａ）

連結
（Ｂ）

8,870,970

賞与等引当金繰入額 11,199 227,914

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

物件費

減価償却費

その他

物にかかるコスト　小計

他会計への繰出金

その他

5,224,641

340,318

5,576,158

4,451,133

‐

移転費用　小計

臨時損失　　　　　 d

臨時利益　　　　　 e

純行政コスト　　　c＋（d－e）　　

その他のコスト　小計

補助金等

経常費用　　　合計 ａ

純経常行政コスト　 c＝ａ－ｂ　　

286

435,989

1.70

1.53

5,487,245 2.48

367,664 1.08

9,466,548 1.70

186,270 825,808 4.43

1,298 ―

12,708,243 1.85

20.35

維持補修費 209,001 403,126 1.93

社会保障給付 6,416,851 6,419,725 1.00

6,816,574

28,624,563 60,412,888 2.11

経常収益　　　　　 ｂ 924,037 7,093,732 7.68

27,700,526 53,319,156 1.92
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３．純資産変動計算書の連単分析

（単位：千円）

４．資金収支計算書の連単分析

（単位：千円）

 連結純資産変動計算書の国県等補助金は、一般会計等の2.90倍になっています。
これは国民健康保険、介護保険で療養給付費負担金などの国県支出金を計上して
いることによるものです。

 連結資金収支計算書の本年度末現金預金残高は、一般会計等の5.44倍になってい
ます。これは水道事業における現金預金額が大きいためです。

本年度末純資産残高 58,856,640 80,091,834 1.36

項目

422,201

純行政コスト（△） △ 27,758,904

無償所管換等

△ 141,743

22,904,289

△ 141,743

前年度末純資産残高

34,330,270

その他 ‐ 16,887

1.25338,898

1.00資産評価差額

23,200,519 2.90国県等補助金

1.50税収等

8,000,759

△ 53,235,558 1.92

一般会計等
（Ａ）

連結
（Ｂ）

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

55,513,341 75,499,258 1.36

業務収入 29,527,356 61,156,528 2.07

項目
一般会計等

（Ａ）
連結
（Ｂ）

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

業務活動収支額　　　　（ａ） 2,463,563

投資活動収支額　　　　（ｂ） △ 6,030,675 △ 8,076,651 1.34

投資活動支出 10,065,417 13,447,223 1.34

投資活動収入 4,034,742 5,370,572 1.33

財務活動収支額　　　　（ｃ） 3,707,445 2,390,217 0.64

財務活動支出 2,822,709 5,661,037 2.01

財務活動収入 6,530,154 8,051,254 1.23

140,333

本年度末現金預金残高（ｅ）+（ｆ） 958,419 5,213,351 5.44

本年度資金収支額（ｄ＝ａ+ｂ+ｃ） △ 595,495 △ 4.24

本年度末歳計外現金残高（ｆ） 260,092 260,162 1.00

本年度末資金残高　　　（ｅ） 698,327 △ 595,495 △ 0.85

業務支出＋臨時支出 27,063,793 56,065,589 2.07

―

5,090,939 2.07
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（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 98,526,602 固定負債 43,050,994

有形固定資産 92,359,551 地方債 36,243,988
事業用資産 54,001,563 長期未払金 -

土地 27,629,343 退職手当引当金 6,424,271
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 43,496,800 その他 382,735
建物減価償却累計額 △ 23,472,623 流動負債 3,561,547
工作物 2,378,607 1年内償還予定地方債 2,761,203
工作物減価償却累計額 △ 993,617 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 351,149
航空機 - 預り金 260,092
航空機減価償却累計額 - その他 189,103
その他 - 46,612,541
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 4,963,053 固定資産等形成分 104,438,284

インフラ資産 37,845,404 余剰分（不足分） △ 45,581,644
土地 16,973,699
建物 483,054
建物減価償却累計額 △ 309,109
工作物 49,056,154
工作物減価償却累計額 △ 28,814,485
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 456,091

物品 2,335,316
物品減価償却累計額 △ 1,822,732

無形固定資産 207,902
ソフトウェア 207,902
その他 -

投資その他の資産 5,959,149
投資及び出資金 10,863,319

有価証券 11,000
出資金 311,932
その他 10,540,387

投資損失引当金 △ 6,696,458
長期延滞債権 933,650
長期貸付金 -
基金 986,246

減債基金 -
その他 986,246

その他 -
徴収不能引当金 △ 127,608

流動資産 6,942,579
現金預金 958,419
未収金 81,198
短期貸付金 -
基金 5,911,682

財政調整基金 3,215,642
減債基金 2,696,040

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 8,720 58,856,640

105,469,181 105,469,181

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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（単位：千円）

経常費用 28,624,563
業務費用 12,887,043

人件費 5,576,158
職員給与費 5,224,641
賞与等引当金繰入額 11,199
退職手当引当金繰入額 -
その他 340,318

物件費等 6,874,896
物件費 4,451,133
維持補修費 209,001
減価償却費 2,214,762
その他 -

その他の業務費用 435,989
支払利息 186,270
徴収不能引当金繰入額 286
その他 249,433

移転費用 15,737,520
補助金等 7,069,120
社会保障給付 6,416,851
他会計への繰出金 2,231,107
その他 20,442

経常収益 924,037
使用料及び手数料 534,605
その他 389,432

純経常行政コスト 27,700,526
臨時損失 104,531

災害復旧事業費 1,736
資産除売却損 26,980
投資損失引当金繰入額 75,711
損失補償等引当金繰入額 -
その他 104

臨時利益 46,153
資産売却益 34,977
その他 11,176

純行政コスト 27,758,904

一般会計等行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日　

至　令和　２年３月３１日

科目 金額
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 55,513,341 98,115,191 △ 42,601,850

純行政コスト（△） △ 27,758,904 △ 27,758,904

財源 30,905,048 30,905,048

税収等 22,904,289 22,904,289

国県等補助金 8,000,759 8,000,759

本年度差額 3,146,144 3,146,144

固定資産等の変動（内部変動） 6,125,938 △ 6,125,938

有形固定資産等の増加 10,482,166 △ 10,482,166

有形固定資産等の減少 △ 5,398,686 5,398,686

貸付金・基金等の増加 1,323,153 △ 1,323,153

貸付金・基金等の減少 △ 280,695 280,695

資産評価差額 △ 141,743 △ 141,743

無償所管換等 338,898 338,898

その他 - - -

本年度純資産変動額 3,343,299 6,323,093 △ 2,979,794

本年度末純資産残高 58,856,640 104,438,284 △ 45,581,644

一般会計等純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日　

至　令和　２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 27,062,057

業務費用支出 11,059,457
人件費支出 5,989,569
物件費等支出 4,660,134
支払利息支出 186,270
その他の支出 223,484

移転費用支出 16,002,600
補助金等支出 7,069,120
社会保障給付支出 6,416,851
他会計への繰出支出 2,231,107
その他の支出 285,522

業務収入 29,527,356
税収等収入 21,667,708
国県等補助金収入 6,805,427
使用料及び手数料収入 535,599
その他の収入 518,622

臨時支出 1,736
災害復旧事業費支出 1,736
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 2,463,563
【投資活動収支】

投資活動支出 10,065,417
公共施設等整備費支出 8,122,994
基金積立金支出 1,340,123
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 602,300
その他の支出 -

投資活動収入 4,034,742
国県等補助金収入 1,195,332
基金取崩収入 168,042
貸付金元金回収収入 587,430
資産売却収入 841,548
その他の収入 1,242,390

投資活動収支 △ 6,030,675
【財務活動収支】

財務活動支出 2,822,709
地方債償還支出 2,618,926
その他の支出 203,783

財務活動収入 6,530,154
地方債発行収入 6,530,154
その他の収入 -

財務活動収支 3,707,445
140,333
557,994
698,327

前年度末歳計外現金残高 326,902
本年度歳計外現金増減額 △ 66,810
本年度末歳計外現金残高 260,092
本年度末現金預金残高 958,419

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　平成３１年４月１日　
至　令和　２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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